
1.2 研究の目的

　以上の背景を踏まえ，本研究では行政区域内に豊富

な水路を有し，水管理に多様な主体（住民・行政区・

行政・水利組合）が関わる長野県宮田村を対象地とし，

水システムの管理運営の実態を明らかにすることを目

的とする．また，それらの結果と，昭和 44年から始まっ

た圃場整備事業以前の水システムの管理運営の実態を

比較することで，現在の水システムの管理運営の継続

性について考察する．さらに，今後の水システムの継

続を考える一つの観点として，多様な主体が関与する

水システムの管理運営がもたらす主体間のつながりを

多層的な共同体として示す．

2. 研究の概要                                                 
2.1 既存研究の整理と本研究の位置づけ

　本研究に関する既存研究として，水システムに関する

研究は多数あるが，土木学研究分野においては林ら 5)6)

による水辺空間と建築空間の関係性に関する研究や，林

ら 7)による水システムの成立や変遷，その変容メカニ

ズムに関する研究など水システムを維持してきた要因を

それぞれの切り口から分析しており，本研究も同じ視点

である．しかし，いずれにおいても，研究で扱われる水

システムあるいは水利システムは，水路ネットワーク（水

路網）に留まっている．また，水システムの管理運営に

着目した研究においては，田中ら 8)による市街地にお

ける農業用水路の利用・管理の実態を把握した研究があ

るものの，依然として水システムの変遷や変化要因，水

利用に関する研究が多くなされている．

　農学分野においては，水システムや農業用水路の管理

運営の実態に関する研究はなされており，集落内におけ

る農業用水の管理運営の変遷に関する研究 9)や農業用

水の管理運営主体に着目した研究として，土地改良区の

管理運営 10)や水利組合とボランティア団体との協働に

よる管理運営 11)あるいは地域住民と NPO 法人との協働

による管理運営 12)がある．集落及び集落間による管理

1. 研究の背景と目的                                                 

1.1 研究の背景

　我が国では，16 世紀半ばから城下町の建設や農耕地

にみられる新田開発によって多くの用水路が形成され，

それらは生活に根ざした極めて重要な社会基盤となっ

た．また，農業地域においてはそうした水路の維持管理

や水管理が共同体の仕事であったという内山 1)の指摘

や，農業社会においてはその共同体が必要不可欠であっ

たと守田 2)が述べている．つまり，水路の存在が自治

活動及び地域の共同体を形成してきたと考えられる．

　しかし，近年，農業地域においては，産業構造の転換

に伴うライフスタイルの変化や後継者不足などにより農

業そのものが衰退し，農業用水路や水利施設，さらには

それらの利用で築かれてきた様々な知恵や技術，約束

事（行動規範や規則）が消失しつつある．農業事業者の

減少や兼業化，農地の宅地転用の進展は，農業用水路を

成立させる維持管理組織やその体制の崩壊を招くととも

に，安易かつ簡易的な管理運営へと転換されることで，

従来の田園風景も同時に崩れていくことが懸念される．

　一方，地域の歴史や資源を活用しながら地域のアイデ

ンティティを模索する際に，水利用の長い歴史の中で培

われてきた地域との関係性や農業用水路が有する多面的

な機能に着目し再評価する動きがある．一例として，山

形県山形市 3)や兵庫県尼崎市 4) 等においては，まちづ

くりの重要な資源として農業用水が活用されている．

　今後，農業用水ひいては田園風景の維持・継承上不可

欠なインフラの維持管理のためには，その主体を直接的

な受益者（農家）だけでなく，非農家も含めた地域住民

同士の共同や地域住民と行政との協働といった様々な関

係性を包括し，生活環境を支え合う共同体として再考し

ていく必要と考える．

　小規模自治体である長野県宮田村はその行政区域内に

豊富かつ入り組んだ水路がきめ細かく張り巡らされる農

業地域であり，またその管理運営の形も多様であるため，

その実態から一つの示唆を得られると期待される．

　本研究では，農業用水を主とした水システムの管理活動によって築かれた主体間の関係性に着目し，その運営実態を明らか

にすることを目的とした．具体的には，長野県宮田村を対象地とし，現在の水システムに関わる主体の管理活動・方法などを

関係者のヒアリング調査によって明らかにした．さらに、昭和 43 年の圃場整備以前の水システムの管理運営の実態との比較

を行った．その結果，現在の水システムは，個人負担の管理活動を主としつつ，道普請や河川清掃といった行政区の共同活動

による地域住民同士あるいは住民と水利組合，区の役員による協働といった多様な主体の関与がある管理運営の形態を有して

いたこと，さらに管理運営においては，農家だけでなく非農家も主として関わっていることが明らかとなり，これらは今後の

持続的な管理運営を模索する上で重要であると考える．
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運営の実態については，農業者と非農業者の共同に着目

した研究 13)があるが，未だ全体として乏しいと言える．

なお，農学分野の研究で扱われる水システムあるいは水

利システムにおいても，菅見の限りでは，水路ネット

ワーク（水路網）の意で用いられている．

　そこで，本研究では，管理主体とその活動の観点から，

対象地内の水システムにおける管理運営の実態を明ら

かにするに際し，取水源である河川やその他水利施設に

加え，用水路に関わる管理主体，管理活動，管理を円滑

にするための約束事など，水路に関わる諸要素も含めて

水システムと定義して包括的な視点から捉えること，ま

た，過去の管理運営と比較しながら今後の管理運営につ

いて分析する点に特徴がある．

2.2 研究の方法と構成

　本研究では，水システムの管理運営の実態を明らかに

するために，現地調査及び文献調査（図面等）により

水システムを把握し，それらの管理運営について関係

者（宮田村役場職員，行政区長，水利組合員，地域住民，

水利組合員等）に対してインタビュー調査を行った．

 まず，1 章では，本研究の背景と目的について述べ，2

章では，研究の方法や構成など研究の概要をまとめる．

3 章では，研究対象地の概要と本調査の概要を述べる．

4 章では，現在の水システムの管理主体に対してインタ

ビュー調査を行い，管理主体・活動の観点からその運営

実態を明らかにする．さらに，インタビューの結果を元

に，管理主体とその活動，活動対象となる水システムを

構成する水利施設の三要素の関係を示す対応表・空間位

置図を作成し，どのような主体・活動によって現在の水

システムが維持されているのかを明らかにする．5 章に

では，4 章と同様の観点から圃場整備事業が行われた昭

和 44 年以前の水システムの管理運営の実態を明らかに

する．6 章では，4 章，5 章で把握した二時点における

水システムの実態を比較し，管理運営の継続について考

察する．さらに，管理パターン別に運営形態を分類し，

対象地の管理運営モデルを作成し，そこから管理によっ

て形成された共同体の実態を明らかにする．最後に，7

章では，3 章，4 章，5 章で整理されたことを元に，対

象地における水システムの管理運営によって形成され

た共同体の実態を明らかにし，それについて考察する．

2.3 用語の整理

　本研究における用語の定義を以下に示す .

・「水システム」

　本研究で扱う水システムとは，取水から排水に至る過

程の中での「取水源や水路網・それらに付属する水利施

設（水門や堰板など）」やそこでの「活動（水利用・水

管理」，またそれらの活動を円滑に進めていくための「約

束事」，そして「活動主体」を含めたものとする (図 1)．

・「水管理」

　岡部 9)や渡部 14) によれば，水管理には，大きく水利

施設の維持管理と水の配分・調整管理の二つの意味が含

まれていることから，本研究では，前者を水利施設の維

持管理，後者を水の調整管理と呼ぶこととし，それらを

総称して水管理と定義する．

・共同体

　哲学者である内山 1)は共同体理論の中で，共同体が

単独なものではなく様々な共同体の重なり合った多層

的な総体として存在する，多層的共同体という共同体の

あり方を述べている．また，こうした共同体は近代以前

に多く存在し，その多くは近代化によって解体されたと

指摘する一方，農業地域においては必ずしも解体されて

はいないことも述べている 1)．本研究においても共同体

とは多層的な総体として存在するものと考え，その実態

を明らかにしていく．

3. 研究対象地と調査の概要　                                               

3.1 研究対象地の選定と概要

　本研究の対象地として，

水システムの水管理に多

主体が関わる長野県宮田

村を選定する． 

　宮田村は，長野県上伊

那郡の中央部に位置し，

北に伊那市，南に駒ヶ根

市に挟まれている．総面積 54．50km2，人口 9，111 人，

3，343 世帯 ( 平成 29 年 1 月 1 日現在 )15)で，南端に太

田切川，東端に天竜川が流れ，太田切川の左岸の扇状地

である平野部と，中央アルプス駒ヶ岳に至るまでの深い

山地からなっている．対象地の東部には，北東に向かっ

て緩やかに傾斜する平野が広がっており，水田と市街地

が形成されている他，一級河川である天竜川，太田切川，

黒川，天竜川水系の大沢川，小田切川など多くの河川が

流れている．さらに，東部には太田切川，黒川，天竜川，

図 2. 水管理の概念整理

水管理
水利施設の維持管理

水の調整管理

図 1. 水システムの概要

約束事（ルール・行動規範）

水システム

集落（生活用水） 水田（農業用水）山や河川（取水） 河川（排水）

耕作組合水利組合
活動主体

【上流】 【下流】

水路

活動（水利用・水管理）

個人
（非農家）

個人
（農家）

水門
水門

水門水門

取水源・水路網・水利施設

図 3. 上空から見た長野県宮田村 出典 :宮田村 HP
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4. 現在の水システムにおける管理運営の実態                        

4.1 現在の水システムにおける水管理主体と水管理

　ヒアリングの結果，対象地における水システムの管理

は，多様な主体によってなされていることが明らかと

なった．具体的な管理主体としては，個人・隣組や行政

班・行政区区役員・水利組合（2 団体）・宮田村役場職

員など多様であった（図 5）．

その他沢水から取水する四系統の農業用水路が対象地に

きめ細かく張り巡らされている（図 4）．分村・合村の

歴史を有する対象地には，現在，町一区，町二区，町三

区，北割区，南割区，新田区，大田切区，中越区，大久

保区といった旧集落単位のまま残る 9行政区と，住宅供

給に伴い昭和 44 年以降に新しく開発された大原区，つ

つじヶ丘区の 2 区が加わり，計 11 行政区が住民自治組

織（自治会）として存在している．なお，行政区の下部

には，行政班，隣組などの地縁組織が構成されている．

3.2 調査の概要

　本研究では，水システムの管理運営の実態について関

係者に対してインタビュー調査を行った（表 1）．現在

の水システムについては，11 行政区のうち水管理に関

わる 9行政区（大田切区・新田区・南割区・北割区・町

割一区・町割二区・町割三区・中越区・大久保区）と 3

つの水利組合（黒川水系水利組合・前河原井水系水利組

合・大久保井水利組合），宮田村役場職員（建設課・農

政課・総務課），地域住民に対して水管理の活動内容や

その運営などについて聞き取りを行った．昭和 43 年の

圃場整備事業以前の水システムについては，当時の状況

を知る地域住民がいた 2行政区（北割区・大久保区）を

対象に，上記と同様に聞き取り調査を行った．なお，旧

水システムの復元図作成の際には，圃場整備事業当時の

計画工事図面等の資料を用いて行った．

表 1. ヒアリング調査の概要

図 4. 対象地を流れる水系別 4系統の水路網と主な河川，沢の現況図と各行政区域　出典：宮田村役場建設課所有「GIS 水路 MAP」と地形図 (2010）を重ね合わせ筆者作成

N
1000m0

つつじが丘区

大原区

中越区

大久保区

町１区

町２区

町３区

北割区

南割区

新田区
大田切区

伊　  那　  市

駒ヶ　根　 市

黒川

堂沢川

大沢川

小田切川

天竜川

太田切川

真米沢
長坂沢

宮の沢

源ヶ洞沢

押手沢

寺沢

日影沢

トチガ沢
唐松沢

水無沢

桐ノ木沢

主な河川
主な沢

黒川水系水路
太田切川水系水路
天竜川水系水路

主な取水口

沢水系水路
水の流れ方向

排水路
用水路

【凡例】

太田切井

丸山井

大久保井

前河原井

目的 現在の水システムの実態把握 圃場整備以前の水システムの実態把握

対象者
水管理の関係者35名

行政区長【18名】，水利組合員【3名】，
宮田村職員【4名】，地域住民【10名】

当時の水管理を知る関係者5名
地域住民（大久保区）【3名】，

地域住民（北割区）【2名】

方法
1:1,1:2での対面によるインタビュー形式

※一人当たり1〜1.5h程度
1:1,1:2での対面によるインタビュー形式

※一人当たり1〜1.5h程度

期間

 AAAAAA①2016/05/07，AAAAAA
 AAAAAA②2016/06/20〜22，AAA
 AAAAAA③2016/08/18,19，AAAA
AAAAAA ④2016/06/17〜06/21，A
AAAA     ⑤2016/07/06〜07/08，AA
AAAAAA ⑥2016/08/18，AAAAA,,
AAAAAA ⑦2016/11/07，　　A,AAA,
AAAAAA ⑧2016/12/22　　,,AAAAA

①2016/11/07〜11/08，
②2016/12/23　　 AAAA

内容

・水管理の活動内容AAAAAA
　（主体/頻度/人数/場所）AAA
・水管理の運営AAAAAAAAA

　（水利賦課金・諸制度の活用）

・圃場整備以前の水システム復元図確認
・当時の水管理の活動内容AAAAA ,AAA
（主体/頻度/人数/場所）AAAAAAAAA

・当時の水管理の運営 AAAAAAAAAA,A
（水利賦課金・諸制度の活用）AAAAAA

ヒアリング調査

図 5. 対象地の水管理主体の概要
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　対象地における水管理について，図 6に示す．施設の

維持管理においては，用・排水路の草刈りや井浚いと

いった個人負担による定期管理が行われており，また不

定期管理としては，個人では負担できない用・排水路や

河川・沢などの草刈りや井浚いを地区総出あるいは水利

組合の共同活動（河川清掃や道普請等）によって行われ

ている．水路や河川などの改修は，行政が主として行っ

ているが，大久保区に関しては，一部水利組合（前河原

井水利組合）が用・排水路の目地詰めを行うなど，行政

以外にも補修の関与が見られた．これについて，前河原

井水利組合長は，水路改修を行政（建設課）に要請する

と工事完了までに時間がかかり，農業に支障を来すこと

から，水利組合の管轄である用・排水路を 8年かけて計

画的に補修を行っていると述べている．

　水の調整管理については，定期管理として用水路の見

回りが水利組合で行われている他，農業事業者個人によ

る水門の水量調整が行われている．不定期管理において

は，積雪や豪雨などの緊急時には溢水対策として行政が

水量調整を行うことが多いが，北割や大田切においては

区役員が水門の開閉等，水量の調整を行っていることが

特徴としてあげられる．

4.2 水管理に関わる諸制度の活用と水利賦課金

　幾つかの行政区では，河川清掃や道普請といった共同

活動や水利施設の改修などにおいて「農地・水保全管理

支払い交付金（以下，農地水交付金）注(1)」や「河川愛

護活動支援事業（以下，河川愛護事業）注(2)」を積極的に

活用する，水利賦課金を様々に徴収する等，運営資金上

の工夫が見られた．以下に，その特徴を述べる．

a) 「農地・水保全管理支払い交付金」 を活用した管理運営の実態

　農地水交付金の活用用途としては，個人では負担でき

ない農業用排水路の井浚い（図 7左）や草刈り（図 7右），

調整桝や沈砂池といった水利施設のごみ取りや土砂上

げなどといった区の共同管理活動の際に使用する機械

の賃借料や運搬のためのガソリン代，参加者の日当など

に割り当てられていることから定期的な施設の維持管

理を支援していると言える．また，その他にも不定期の

施設管理にも活用されており，施設の改修が行われる際

には，地元建設業者に全面委託する場合と，行政区の役

員や農業事業者，あるいは水利組合員が補助として参加

するといった協働して行う場合があり，行政区によって

様々である．

b) 「河川愛護活動支援事業」 を活用した管理運営の実態

　対象地では，行政区内を流れる河川に対して，春と秋

の年二回程度の河川清掃を区行事として実施している．

大沢川では新田区・北割区・南割区・町割一区・町割二区・

中越区は大沢川を，新田区・南割区・町割三区・中越区

は小田切川を行政区で分担して施設管理を行っている．

　河川愛護事業の活用用途としては，大沢川，小田切川

の草刈りやゴミ拾いといった区の共同管理活動の際に

使用する資材や運搬のためのガソリン代，参加者の日当

などに割り当てられていることから，定期の施設管理を

支援していると言える．いずれの区も，区内全戸（一戸

につき一人）の出席を義務付けており，出不足金など不

参加の際の罰則も設けているが，ほとんどの世帯が積極

的に参加していることが共通して挙げられる．その理由

としては，「農業事業者であれば耕作時の水利用に，非

農家であっても豪雨による溢水や洪水の恐れがあるた

め，定期的な管理が必要であると認識している」等参加

者が自分たちの生活において河川愛護活動支援事業を

必要なものだとする意識が強いことが各区長，地域住民

のヒアリングから読み取れる．

c)水利賦課金について

　対象地では，大田切区を除き，行政毎に異なる方法

で水利賦課金を徴収している（表 2）．主な特徴として，

近年，北割や南割において，鯉池，洗い水などの個人利

用や防火用という公共性の高さからこれまでの用水路

の機能を見直し，水利賦課金の負担方法が変更された．

図 7.　農地水交付金でのきょうどう管理活動の様子 写真左 :北割区　写真右 :中越区

（北割区長さん、中越区長さんより写真提供）

図 8.　河川愛護事業でのきょうどう管理活動の様子 写真左 :北割区　写真右 :中越区

（北割区長さん、中越区長さんより写真提供）

図 6. 対象地の水管理の具体的内容

水利施設の
維持管理

水の調整管理

定期 不定期

・水門やゲートの開閉など水利施設の水量調整

・水利施設の改修 ・調整桝などの砂上げ

・水利施設の点検 ・その他大規模な改修

・（積雪や豪雨などの）緊急時の水量調整

・（積雪や豪雨などの）緊急時の溢水対策

・水利施設や河川の草刈り，井浚い

・水利施設の軽微な補修
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4.3 現在の水システムにおける管理運営の実態

　対象地の水システムには多主体が関わっているもの

の，対象地全体でみると図 9に示されるように，個人負

担での管理活動が主であり，個人では管理できない河川

や沢，幹線水路などに関しては，行政区毎に河川清掃や

道普請等の共同活動を行政班・隣組単位で分担して行っ

ていることが明らかとなった．また，共同活動について

は，基本的には行政区内の住民総出（全戸）で行われる

が，図 10 に示されているように幾つかの区では，他区

と共同して行っていることが把握できた．これは，各々

から取水された対象地の用水路が入り組んで流れてい

ることによる水系を通じた共同意識が生まれたこと，ま

た，他区の農地で耕作を行う人が水利組合員として共同

活動に参加したことが挙げられる．

　次に，水システムを構成する水利施設と管理主体及び

その活動との関係を行政区ごとにまとめた表を示す（表

3）．表 3より，自宅前や圃場前の用水路，水利施設であ

る川戸（図 11）や防火水槽（図 12），については，どの

行政区もほとんど同じような管理方法をとっているな

どの共通点がみられた．河川や雨水排水路・用水路の幹

線などは，主に区の共同活動によって行われるが，幾つ

かの行政区では，区役員や水利組合といった主体が管理

活動を行っていることが把握できた．一方，取水口や

水門，沈砂枡（沈砂池）といった水利装置については，

行政区ごとに異なっており，個人負担で管理を行う行政

区や，区の役員や水利組合が主導となるなど様々であっ

た．

図 10. 対象地における水システムに関わる管理主体間の関係図

大久保区

前河原井
水利組合

新田区 大田切区

北割区

南割区

伊那市
( 土地改良区 )町割一区

町割二区

町割三区

黒川

天竜川

太田切川

( 宮田村役場 )行政

共同作業

共同作業

黒川水系水利組合の窓口として ,
財政などの事務担当

共同作業【注】 …区を跨いで耕作を行う農業者や区内の通水において重要となる他区の共用部に関わる地域
　住民（班単位）は，他区の地域行事（河川清掃や道普請）に参加し，共同作業を行う．

【凡例】
水の流れ方向

多主体関与型
少主体多役型
基本型

取水・排水
共同作業

1. 対象地における水システムに関わる主体と主体間の関係性

中越区
北田んぼ水利組合

小田切北水利組合
小田切南水利組合

南林水利組合

消防団

水利組合
大久保井

黒川水系水利組合

共同作業

収集方法

大久保区 ●

●中越区

農業事業者
による個人負担

区費で負担 負担なし 支払先

●●

●

●

●

●

●

●

大久保井水利組合,
前河原用水水利組合

組合員割(戸別)500円，
水田割500円/10a，転作田250円/10a

農業事業者は面積割負担

農業事業者は面積割負担

区費のみ

区民から10円/1戸，
農業事業者は別途面積割負担

営農組合3割，区で7割

-

新田区

北割区

町割三区

町割二区

町割一区

南割区

-

黒川水系水利組合 区費のみ

区費のみ

大田切区 ●

表 2. 負担別水利賦課金の概要
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4.4 水システムの管理運営パターンモデルの抽出

　対象地における管理運営は，個人負担の管理を主とし

ながら，個人では行き届かない共有部（用排水路や沈砂

池等）については区の河川清掃や道普請といった定期的

な住民総出での地域行事を行う管理運営がどの区にも

共通して見られた．しかし，行政区によって，区の役員

主導で水管理を行う管理運営，水利組合と協働した管理

運営など幾つかの管理運営の形態が存在していること

が明らかとなった．対象地の水システムにおける管理運

営の形態をパターン別に整理し，行政区単位でモデル化

したものを示した（図 13）．

　各モデルの概要は図 13 に示すとおりであるが，管理

パターン別で見ていくと，対象地の管理運営には，①多

主体が関わり主体の属性が多様な管理運営（多主体関与

型）と，②少数主体が様々な役割を担う役割が多様な管

理運営（少主体多役型）の二つに大別でき，対象地の管

理運営の特徴を明らかにすることができた．

5. 旧水システムにおける管理運営の実態                                 

5.1 圃場整備の概要と旧水システムの復元

　宮田村では，昭和 44,45 年の団体営圃場整備事業が大

久保で行われて以降，昭和 46 年から県営圃場整備事業

が逐次行われ，昭和 56 年にすべての事業が竣工した．

これらの事業によって，対象地の一区画当たりの水田面

積は 30a に拡大し，それに合わせて河川の線形が変化，

用水路も付け替えられて対象地の水環境は大きく変化し

た．本研究では，現在の水システムをなす空間が大きく

変貌した昭和 44 年の圃場整備事業以前の水システム（こ

れを旧水システムと称す）の管理運営の実態を把握する．

　そのため，まず表 4に示した資料を用いて，圃場整備

事業が行われる以前の水路ネットワーク及び河川などの

水環境の復元を行った（図 14）．次に，復元図の確認と

旧水システムの管理実態についてインタビュー調査を

行った．なお，調査では当時の状況を知る地域住民のい

た北割区・大久保区の二地区を対象とした．

5.2 二地区にみる旧水システムの管理運営の実態

　ヒアリング結果より，対象地内における旧水システム

の管理運営は，個人が管理を負担する定期的な施設の維

持管理（用排水路の泥上げや草刈り）を主としており，

個人では管理できない幹線水路などについては，区ある

いは水利組合の共同活動によって管理されていた．また，

現在の水システムの管理運営と大きく異なる点としては

N
1000

m0

伊　  那　  市

駒ヶ　根　 市
丸山井

大久保井

前河原井

太田切井

黒川取水口

【凡例】

主な取水口
水門

サイフォン式水路
排水路
用水路

・水システム構成要素（管理施設）
河川や沢

防火水槽
地下式防火水槽
沈砂池・調整池

個人管理
共同管理（区民や水利組合による河川清掃・道普請）

協働管理（区民と他区や行政との協働管理）

行政管理
その他（消防団管理など）

・管理運営主体とその活動

図 9. 現在の水システムを支える管理主体とその活動の実態図　出典：宮田村役場建設課所有「GIS 水路 MAP」と地形図 (2010）を重ね合わせ筆者加筆

図 11.　川戸（カワド） 図 12.　防火水槽
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図 13. 現在の水システムにおける管理運営パターンモデル

N
1000m0

天竜川

太田切川

大沢川

小田切川

堂沢川

黒川

伊　  那　  市

駒ヶ　根　 市

【凡例】

未調査
共同管理
個人管理

河川及び沢
用水路

・管理運営主体とその活動

・水システム構成要素（管理施設）

図 14. 旧水システムを支える管理主体とその活動の実態図　出典：表 2の文献を元に圃場整備事業以前の水システム（河川・水路網など）を復元し、地形図 (2010）と重ね合わせ筆者作成

対象地の水システムにおける管理運営パターンモデル
【基本型】

【少主体多役型】

【多主体関与型】
概要：
　多主体関与型は，定期管理，不定期管理共に
，個人のみならず区の役員や他区・村外の人々
など様々な主体によって管理活動が行われる
管理運営が特徴的である．

　北割・南割は，他区から耕作者（住民）が共同
（地域）活動に参加している。

概要：
　少主体多役型は，【基本型】のように定期管
理は個人や行政区内の共同活動によって管理
運営が行われいるが，不定期管理において行
政に全面委託せず，区の役員が管理活動を担う
あるいは補助的に参加する点が特徴的である．
　
　太田切は，区の役員が共同作業だけではなく
，不定期管理にも積極的に参加し，制度を活用
しながら，地元建設会社や行政と協働して管理
を行っている．
　
　大久保は，区内に水利組合（大久保井・前河
原井）の二団体が存在しており，多くの管理活
動を水利組合が行っている．二団体共に，区外，
村外の方と協働して管理活動を行っており，さ
らに前河原水利組合は，自ら水路や水利施設
の補修を行うことで，円滑な通水を保持してい
るなど，その計画性は特徴的である．

協働 行
政

他
区
住
民

行政区

個人

水
利
組
合

共同
協働

共同

住
民

区
役
員

共同
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行政区

協働 行
政個人

行政区

共同

住
民
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役
員
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個人
水
利
組
合

区
役
員共同協働

住
民
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政

行政区

概要：
　対象地における水システムの管理運営モデ
ルにおいて，最も多くの行政区に当てはまるの
がこのモデルである．このモデルの特徴は，定
期管理は個人や行政区内の共同活動に，不定
期管理は行政によって管理運営がなされてい
る点である．
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　　ど水利施設は大きく変化した．

　・水管理の面では，個人での管理活動が主であり，    

　　個人では管理できない河川や幹線水路などに関して

　  は，行政区毎に河川清掃や道普請等の共同活動を行

　  政班，隣組単位で分担して行っていることが二時点

　  において共通してみられた．但し，施設の維持管理

　　については，小規模な水利施設の補修は個人が負担

　　し，大規模な補修については行政（村役場）が負担

　　する旧水システムの管理運営に対して，現在の管理

　　運営は前河原井水利組合による小規模な補修負担を

　　除くと，小規模・大規模な改修は，行政区役員と行

　　政との協働あるいは行政が負担するなどの違いが見

　　られた．

　・ 管理運営の面では，農家数の減少による水利賦課

　　金の減少に対して，「農地・水保全管理支払い交付金」

　　「河川愛護活動支援事業」などの活用や水利賦課金

　　の負担変更などが挙げられる．

7. まとめ                                 

　以下の三点を，本研究のまとめとして述べる．

・現在の水システムにおける多様な管理運営形態の把握

　関係者のインタビューから現在の水システムの管理運

営の実態を把握した．具体的には，個人負担の管理活動

を主としつつ，行政区役員や水利組合など様々な主体と

共同活動を行っていることが明らかとなり，さらに，管

理主体に着目して，行政区単位の管理パターン別運営モ

デルを現在の管理運営形態として示した．

・ニ時点からみる水システムにおける管理運営の継続

　昭和 44 年以降逐次行われた圃場整備事業により，水

システムは空間において大きく変貌した．しかし，水管

理においては，施設の維持管理の面では，個人負担によ

る水利施設の補修が，ほとんどみられなくってしまった

一方，大規模な改修に区役員や水利組合員が補助的に負

担するといった管理負担者の変化は見られたものの，管

理運営全体としては，個人負担の管理活動を主とし，個

人では負担できない用排水路の幹線等は区民総出の共同

活動などによって管理するという，現在の水システムの

管理運営は圃場整備以前から大きな変化していないこと

が明らかとなった．

・管理活動によって築かれた共同体の実態把握

　現在の水システムの管理運営の実態把握から主体間の

関係性を明らかにすることができた．北割区を例に，あ

る個人（農家）からそうした管理活動を通じた関係性を

つないでいくと，図 16 のような多層的な構造を示して

いることがわかる．

　これは，水システムの管理運営によって発生した管理

活動が，ある特定の属性を持った主体によってのみ行わ

施設管理において，護岸が崩れる頻度は多くないものの

土護岸は個人で修復し，石積み護岸は地域の石工技術を

持つ地域住民によって行われていた等，不定期の施設の

維持管理において個人の関与が大きかったことが特徴と

してあげられる．よって，大規模な改修以外は，個人あ

るいは地域住民の力によって水利施設の補修，改修が行

われていたと考えられる．取水口の破損や故障などによ

る大規模な改修は全て村役場が地元企業に委託して工事

を行っていたとヒアリングから明らかとなった．また，

水利賦課金についての詳細は不明だが，現在よりも水利

組合数がかなり多かったという当時の状況は把握できて

おり，それに伴い，少なくとも水利賦課金は多かったの

ではないかと推察される．これらの管理活動及びその運

営は，大久保区，北割区ともに共通してみられた．

5.3 旧水システムにおける管理境界の実態

　肥料や家畜のエサとして刈った草を重宝していた頃に

行われた申し合わせより定められた“流れ境”と呼ばれ

る地域共有の管理境界によって，個人が管理する草刈り

や井浚いの範囲がルール化され，各々個人が管理活動を

行っていたことが明らかとなった（図 15）．

　図 15 に示すように，流れ境は，水路や河川を基準と

しており，個人が所有する家あるいは耕作する水田周り

の水路の草刈りは自分に近い方のみ（片側のみ）行うと

いうことが原則であった．

6. 二時点における水システムの比較                                

　現在と圃場整備以前の二時点における水システムの管

理運営を比較すると，以下のように整理される．

　・空間の面では，広狭様々で網目のように細やかかつ

　　線形も大きく蛇行していた河川や水路ネットワーク

　　が圃場整備事業により，線形が直線的なものが多く

　　なり，また細かな水路は統合して付け替えられるな

図 15. 水システムにおける管理境界の例（平面図と断面図）
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れているわけではなく，農業用水路が生活環境に複雑に

関わることで直接的な受益者である農業事業者だけでな

く，非農家にも作用し，彼らの水管理への関与を必要と

した結果として生まれたものと考えることができる．こ

うした主体間の関係は，管理活動を行っていく上で必要

な存在であり，生活環境を支え合っていくための社会集

団とするならば，それは共同体であり，対象地の水シス

テムの管理活動によって形成された管理主体の関係は，

多層的共同体であると言える．

　また，圃場整備以前の水システム（旧水システム）の

管理運営について同じく北割を例に見ていくと，図 17

に示されるように水利組合がいくつか存在しており，多

層的な構造をなしている．現在の水システムと比較する

と，圃場整備事業や農家の減少などによって，旧水シス

テムの管理主体の関係性は変化しているが，依然として，

その多層的な構造は維持されている．

　それは，幾つかの行政区が水利賦課金の負担者を直接

的な受益者である農家だけでなく非農家に変更したこと

や，農家・非農家にかかわらず区の役員に選出され，水

管理を主的に管理運営に携わるといった非農家の直接・

間接的関与を維持していこうとする動きがあるからでは

ないかと考える．ヒアリングの中でも，南割区長は，「区

役員の仕事は農家のために行われているものが多いと感

じるが，それはこの地に住む限りは仕方のないことで，

対象地の水田や水路を維持していくためにもやらなけれ

ばならない」と述べており，非農家の関与の重要性を指

摘している．

　以上より，管理活動によって築かれた主体間の関係か

ら水システムが有する多層的共同体の実態を示した．今

後は，こうした多層的共同体が持つ価値について言及さ

れ，今後の水システムの継続を考える一つの観点として，

展開されることを期待する．

補注
(1) 平成 19 年度から地域共同による農地・農業用水等の資源の保全管

理と農村環境の保全向上の取組みに対して農林水産省が支援しており，

農地，水路等の基礎的な保全管理活動（水路の草刈り，泥揚げ，農道の

砂利補充等）などを支援対象とする共同活動支援交付金と，施設の長寿

命化のための活動（農業用用排水路の補修・更新など）などを支援対象

とする向上活動支援交付金から構成されている 16)．

(2) 良好な河川・河川環境の維持・保全や地域住民の河川に対する親し

みの深まりを目指し，河川愛護の前身である「河川愛護事業」が昭和

45 年から始まり，長野県管理の一級河川において地域住民が河川内の

草刈りやゴミ取り，井浚いなどの作業を行う．
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図 16. 水システムの管理活動から見る主体間の関係性が示す多層的共同体（北割区）
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図 17. 旧水システムの管理活動から見る主体間の関係性が示す多層的共同体（北割区）
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